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（参考） 
 
国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）（抄） 
 
 （政治的行為の制限）  
第１０２条 職員は、政党又は政治的目的のために、寄附金その他の利益を求

め、若しくは受領し、又は何らの方法を以てするを問わず、これらの行為に

関与し、あるいは選挙権の行使を除く外、人事院規則で定める政治的行為を

してはならない。 
② 職員は、公選による公職の候補者となることができない。 
③ 職員は、政党その他の政治的団体の役員、政治的顧問、その他これらと同

様な役割をもつ構成員となることができない。 
 
第１１０条 次の各号のいずれかに該当する者は、３年以下の懲役又は１００

万円以下の罰金に処する。 
一～十八 （略） 
十九 第１０２条第１項に規定する政治的行為の制限に違反した者 
二十 （略） 

② （略） 
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人事院規則１４―７（政治的行為） 
 
（適用の範囲） 

１ 法及び規則中政治的行為の禁止又は制限に関する規定は、臨時的任用とし

て勤務する者、条件付任用期間の者、休暇、休職又は停職中の者及びその他

理由のいかんを問わず一時的に勤務しない者をも含むすべての一般職に属す

る職員に適用する。ただし、顧問、参与、委員その他人事院の指定するこれ

らと同様な諮問的な非常勤の職員（法第８１条の５第１項に規定する短時間

勤務の官職を占める職員を除く。）が他の法令に規定する禁止又は制限に触

れることなしにする行為には適用しない。 
２ 法又は規則によつて禁止又は制限される職員の政治的行為は、すべて、職

員が、公然又は内密に、職員以外の者と共同して行う場合においても、禁止

又は制限される。 
３ 法又は規則によつて職員が自ら行うことを禁止又は制限される政治的行為

は、すべて、職員が自ら選んだ又は自己の管理に属する代理人、使用人その

他の者を通じて間接に行う場合においても、禁止又は制限される。 
４ 法又は規則によつて禁止又は制限される職員の政治的行為は、第６項第１

６号に定めるものを除いては、職員が勤務時間外において行う場合において

も、適用される。 
 （政治的目的の定義） 
５ 法及び規則中政治的目的とは、次に掲げるものをいう。政治的目的をもつ

てなされる行為であつても、第６項に定める政治的行為に含まれない限り、

法第１０２条第１項の規定に違反するものではない。 
一 規則１４―５に定める公選による公職の選挙において、特定の候補者を

支持し又はこれに反対すること。 
二 最高裁判所の裁判官の任命に関する国民審査に際し、特定の裁判官を支

持し又はこれに反対すること。 
三 特定の政党その他の政治的団体を支持し又はこれに反対すること。 
四 特定の内閣を支持し又はこれに反対すること。 
五 政治の方向に影響を与える意図で特定の政策を主張し又はこれに反対す

ること。 
六 国の機関又は公の機関において決定した政策（法令、規則又は条例に包

含されたものを含む。）の実施を妨害すること。 
七 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に基く地方公共団体の条例の制

定若しくは改廃又は事務監査の請求に関する署名を成立させ又は成立させ

ないこと。 
八 地方自治法に基く地方公共団体の議会の解散又は法律に基く公務員の解

職の請求に関する署名を成立させ若しくは成立させず又はこれらの請求に

基く解散若しくは解職に賛成し若しくは反対すること。 
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 （政治的行為の定義） 
６ 法第１０２条第１項の規定する政治的行為とは、次に掲げるものをいう。 
一 政治的目的のために職名、職権又はその他の公私の影響力を利用するこ

と。 
二 政治的目的のために寄附金その他の利益を提供し又は提供せずその他政

治的目的をもつなんらかの行為をなし又はなさないことに対する代償又は

報復として、任用、職務、給与その他職員の地位に関してなんらかの利益

を得若しくは得ようと企て又は得させようとすることあるいは不利益を与

え、与えようと企て又は与えようとおびやかすこと。 
三 政治的目的をもつて、賦課金、寄附金、会費又はその他の金品を求め若

しくは受領し又はなんらの方法をもつてするを問わずこれらの行為に関与

すること。 
四 政治的目的をもつて、前号に定める金品を国家公務員に与え又は支払う

こと。 
五 政党その他の政治的団体の結成を企画し、結成に参与し若しくはこれら

の行為を援助し又はそれらの団体の役員、政治的顧問その他これらと同様

な役割をもつ構成員となること。 
六 特定の政党その他の政治的団体の構成員となるように又はならないよう

に勧誘運動をすること。 
七 政党その他の政治的団体の機関紙たる新聞その他の刊行物を発行し、編

集し、配布し又はこれらの行為を援助すること。 
八 政治的目的をもつて、第５項第１号に定める選挙、同項第２号に定める

国民審査の投票又は同項第８号に定める解散若しくは解職の投票におい

て、投票するように又はしないように勧誘運動をすること。 
九 政治的目的のために署名運動を企画し、主宰し又は指導しその他これに

積極的に参与すること。 
十 政治的目的をもつて、多数の人の行進その他の示威運動を企画し、組織

し若しくは指導し又はこれらの行為を援助すること。 
十一 集会その他多数の人に接し得る場所で又は拡声器、ラジオその他の手

段を利用して、公に政治的目的を有する意見を述べること。 
十二 政治的目的を有する文書又は図画を国又は行政執行法人の庁舎（行政

執行法人にあつては、事務所。以下同じ。）、施設等に掲示し又は掲示させ

その他政治的目的のために国又は行政執行法人の庁舎、施設、資材又は資

金を利用し又は利用させること。 
十三 政治的目的を有する署名又は無署名の文書、図画、音盤又は形象を発

行し、回覧に供し、掲示し若しくは配布し又は多数の人に対して朗読し若

しくは聴取させ、あるいはこれらの用に供するために著作し又は編集する

こと。 
十四 政治的目的を有する演劇を演出し若しくは主宰し又はこれらの行為を

援助すること。 
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十五 政治的目的をもつて、政治上の主義主張又は政党その他の政治的団体

の表示に用いられる旗、腕章、記章、えり章、服飾その他これらに類する

ものを製作し又は配布すること。 
十六 政治的目的をもつて、勤務時間中において、前号に掲げるものを着用

し又は表示すること。 
十七 なんらの名義又は形式をもつてするを問わず、前各号の禁止又は制限

を免れる行為をすること。 
７ この規則のいかなる規定も、職員が本来の職務を遂行するため当然行うべ

き行為を禁止又は制限するものではない。 
８ 各省各庁の長及び行政執行法人の長は、法又は規則に定める政治的行為の

禁止又は制限に違反する行為又は事実があつたことを知つたときは、直ちに

人事院に通知するとともに、違反行為の防止又は矯正のために適切な措置を

とらなければならない。 
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人事院規則１４―７（政治的行為）の運用方針について（昭和２４年１０月２１日

法審発第２０７８号） 
 

１ この規則制定の法的根拠 
この規則は、国会が適法な手続によつて制定した国家公務員法第１０２条

の委任によつて制定されたものである。 
２ この規則の目的  

国の行政は、法規の下において民主的且つ能率的に運営されることが要請

される。従つて、その運営にたずさわる一般職に属する国家公務員は、国民

全体の奉仕者として政治的に中立な立場を維持することが必要であると共

に、それらの職員の地位は、たとえば、政府が更迭するごとに、職員の異動

が行われたりすることがないように政治勢力の影響又は干渉から保護され

て、政治の動向のいかんにかかわらず常に安定したものでなければならない。

又、この規則による政治的行為の禁止又は制限は、同時に、他の職員の側か

らするこれに対応する政治的行為をも合せて禁止することによつて、職員が

これらの政治的行為の禁止に違反しないようにすることが容易に達せられる

ようなものでなければならない。この規則は、このような考慮に基き、右の

要請に応ずる目的をもつて制定されたものである。従つて、この規則が学問

の自由及び思想の自由を尊重するように解釈され運用されなければならない

ことは当然である。 
３ 規則の適用範囲 
（１） 第１項は、法及び規則中政治的行為の禁止又は制限に関する規定が、

特にこの規則で適用を除外している者を除き、一般職に属するすべての職

員に適用されるものであることを明らかにしている。 
（２） この規則において、「法及び規則中政治的行為の禁止又は制限に関

する規定」とは、法第１０２条、第１次改正法律附則第２条、規則１４―

５及びこの規則中に含まれる禁止又は制限に関する規定をいう。 
（３） 「法及び規則中政治的行為の禁止又は制限に関する規定」は、顧問、

参与又は委員の名称を有する諮問的な非常勤の職員（法第８１条の５第１

項に規定する短時間勤務の官職を占める職員を除く。（３）において同じ。）

の他の法令に違反しない行為には適用されない。また、顧問、参与又は委

員の名称を有しない諮問的な非常勤の職員であつても、これらと同様な諮

問的な非常勤の職員で、人事院が特に指定するものの同様な行為にも適用

されない。なお、委員の名称を有するものであつても、国家行政組織法第

３条に規定する委員会の委員は、ここにいう委員には含まれない。本項た

だし書に該当する職員は、他の法令で禁止されていない限り、この規則に

規定する政治的行為を行つたり規則１４―５に定める公選による公職の候

補者となつたり、公選による公職を併せ占めたり、政党の役員等になるこ

とを禁止されない。すなわち、この規則は、これらの職員の職務と責任の

特殊性に基づき、国家公務員法附則第１３条の規定に従い、職員の政治的

行為の制限に関する特例を定めたものである。 
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（４） 第２項は、職員が単独で又は他の職員と共同して行う場合だけでな

く、職員以外の者と共同して行う場合でも、禁止又は制限されることを明

らかにしたものである。この場合、「共同して行う」とは、職員が共同意思

を単独で又は他人と共に実行に移すことをいう。 
（５） 第３項は、職員が自ら選んだ又は自己の管理に属する代理人等を通

じて間接に行う場合でも、その行為を行わせた職員に適用されることを明

らかにしたものである。自ら選んだ又は自己の管理に属する者が職員であ

るか否かは問わない。「自ら選んだ」とは、明示であると黙示であるとを

問わず、自らの選任行為があつたと認定されることをもつて足り、「自己

の管理に属する」者とは、監督等の原因により通常本人の意思に基いて行

為をなすべき地位にある者をいう。たとえば、部下、雇人等のような者で

ある。「その他の者」とは、自ら選んだ又は自己の管理に属する者で代理

人又は使用人以外の者をいう。「通じて間接に行う」とは、自己の意思を

他人によつて実行に移すことをいう。 
（６） 職員は、職員たる身分又は地位を有する限り、勤務時間外において

も、政治的行為を行うことを禁止又は制限される。但し、政治上の主義主

張又は政党その他の政治的団体の表示に用いられる腕章、記章、えり章、

服飾等を勤務時間外に単に着用することは禁止されない。 
（７） なお、この規則は、職員が本来の職務を遂行するため当然行うべき

行為を禁止又は制限するものではない。 
４ 政治的行為 

職員が行うことを禁止又は制限される政治的行為に関し、この規則では政

治的目的と政治的行為を区別して定義し、政治的目的をもつてなされる行為

であつても、この規則にいう政治的行為に含まれない限り、国家公務員法第

１０２条第１項の規定に違反するものではないとしている。 
（１） 政治的目的 

第５項は、法及び規則中における政治的目的の定義を行い、これを明ら

かにしたものである。 
（一） 第１号関係 本号中「規則１４―５に定める公選による公職の選

挙」とは、衆議院議員、参議院議員、地方公共団体の長、地方公共団体の

議会の議員及び海区漁業調整委員会の委員の選挙をいう。「特定」とは、

候補者の氏名が明示されている場合のみならず、客観的に判断してその

対象が確定し得る場合をも含む。「候補者」とは、法令の規定に基づく正

式の立候補届出又は推薦届出により、候補者としての地位を有するに至

つた者をいう。「支持し又はこれに反対する」とは、特定の候補者が投票

若しくは当選を得又は得ないように影響を与えることをいう。また、候

補者としての地位を有するに至らない者を支持し又はこれに反対するこ

とは本号に含まれない。選挙に関する法令に従つて候補者の推薦届出を

すること自体は本号に該当しない。 
（二） 第２号関係 本号に「国民審査」とは、日本国憲法第７９条の規定
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に基づき、最高裁判所裁判官国民審査法（昭和２２年法律第１３６号）に

定める最高裁判所裁判官の任命に関する国民審査をいう。なお、本号中

における「特定」及び「支持し又はこれに反対する」の意味については、

前号に準じて解釈されるべきである。 
（三） 第３号関係 本号中における「特定」の意味については、第１号に

準じて解釈されるべきである。「政党」とは、政治上の主義若しくは施策

を推進し、支持し、若しくはこれに反対し又は公職の候補者を推薦し、支

持し、若しくはこれに反対することを本来の目的とする団体をいい、「そ

の他の政治的団体」とは、政党以外の団体で政治上の主義若しくは施策

を支持し、若しくはこれに反対し、又は公職の候補者を推薦し、支持し若

しくはこれに反対する目的を有するものをいう。「支持し又はこれに反

対する」とは、特定の政党その他の政治的団体につき、それらの団体の勢

力を維持拡大するように若しくは維持拡大しないように、又はそれらの

団体の有する綱領、主張の主義若しくは施策を実現するように若しくは

実現しないように、又はそれらの団体に属する者が公職に就任し若しく

は就任しないように影響を与えることをいう。 
（四） 第４号関係 本号中「特定の内閣を支持し又はこれに反対する」と

は、特定の内閣が存続するように若しくは存続しないように又は成立す

るように若しくは成立しないように影響を与えることをいう。なお、特

定の内閣の首班若しくは閣員全員を支持し又はこれに反対する場合も本

号に含まれるものと解する。 
（五） 第５号関係 本号にいう「政治の方向に影響を与える意図」とは、

日本国憲法に定められた民主主義政治の根本原則を変更しようとする意

思をいう。「特定の政策」とは、政治の方向に影響を与える程度のもので

あることを要する。最低賃金制確立、産業社会化等の政策を主張し若し

くはこれらに反対する場合、又は各政党のよつて立つイデオロギーを主

張し若しくはこれらに反対する場合、あるいは特定の法案又は予算案を

支持し又はこれに反対するような場合も、日本国憲法に定められた民主

主義政治の根本原則を変更しようとするものでない限り、本号には該当

しない。 
（六） 第６号関係 本号中「国の機関又は公の機関において決定した政

策」とは、国会、内閣、内閣の統轄の下における行政機関、地方公共団体

等政策の決定について公の権限を有する機関が正式に決定した政策をい

う。「実施を妨害する」とは、その手段方法のいかんを問わず、有形無形

の威力をもつて組織的、計画的又は継続的にその政策の目的の達成を妨

げることをいう。従つて、単に当該政策を批判することは、これに該当し

ない。 
（七） 第７号関係 本号中「署名を成立させ」とは、地方自治法第７４条

及び第７５条に定める数に達する選挙権者の連署を得ることをいう。 
（八） 第８号関係 本号中「地方自治法に基く地方公共団体の議会の解
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散の請求」とは、地方自治法第７６条に定める地方公共団体の議会の解

散の請求をいい、「法律に基く公務員の解職の請求」とは、地方自治法第

８０条、第８１条若しくは第８６条又は地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第１項若しくは漁業法

（昭和２２年法律第６７号）第９９条第１項に定める公務員の解職又は

改選の請求をいう。「署名を成立させ」とは、地方自治法第７６条、第８

０条、第８１条若しくは第８６条又は地方教育行政の組織及び運営に関

する法律第８条第１項若しくは漁業法第９９条第１項に定める数に達す

る選挙権者の連署又は同意の署名を得ることをいう。「賛成若しくは反

対する」とは、本号の請求に基づく解散又は解職の投票において、賛成投

票を得若しくは得ないように又は反対投票を得若しくは得ないように影

響を与えることをいう。 
（２） 政治的行為 

第６項は、法第１０２条第１項の規定により禁止又は制限される政治的

行為を定めたものである。 
（一） 第１号関係 本号は、職員が、国家公務員としての地位においてで

あると、私人としての地位においてであるとを問わず、政治的目的の為

に自己の影響力を利用する行為を政治的行為としてこれを禁止する趣旨

である。「公の影響力」とは、職員の官職に基く影響力を、「私の影響力」

とは、私的団体中の地位、親族関係、債権関係等に基く影響力をいう。た

とえば、上官が部下に対し、選挙に際して投票を勧誘し、あるいは職員組

合の幹部が組合員に対し入党を勧誘するためにその地位を利用するよう

な行為は違反となる。 
（二） 第２号関係 「その他の利益」とは、金銭、物品のみでなく権利の

授与、貸与等有形、無形の利益をいう。 
（三） 第３号関係 本号は、法第１０２条第１項前段の規定と同趣旨の

規定であつて、「関与」とは、援助、勧誘、仲介、あつ旋等をいう。たと

えば課員が課内の党員の党費をとりまとめることは違反となる。 
（四） 第４号関係 「国家公務員」には、特別職に属する国家公務員をも

含み、地方公務員その他国家公務員以外の者に金品を「与え又は支払う」

行為は、本号の規定に該当しない。 
（五） 第５号関係 本号に掲げる行為は、それ自体で政治的目的をもつ

行為とされ、他に別な政治的目的をもつてすることを要件としない。「企

画し」とは、発起人となり、綱領規約等を立案し、又は結成準備会を招集

すること等を、「参与し」とは、綱領規約の起草を助け又は準備委員とな

る等企画者を補佐して推進的役割をすることを、「これらの行為を援助

する」とは、企画し参与することにつき、自ら直接に行うと、間接に行う

とを問わず、労力、財産、物品等を提供し又は宣伝、広告、仲介、あつ旋

等を行うことをいう。又、「政治的顧問」とは、その団体の幹部と同程度

の地位にあつて、その団体の政策の決定に参与する者をいい、単なる技
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術的顧問は含まない。「これらと同様な役割をもつ構成員」とは、名称の

いかんを問わず、役員又は政治的顧問と同等の影響力又は支配力を有す

る構成員をいう。なお、本号は、その団体の本部の場合のみならず地域的

支部及びそれに準ずる組織体の場合にも適用される。単にこれらの団体

の構成員となり、又は役員、政治的顧問若しくはこれらと同様な役割を

もつ構成員以外の地位を占めることは差し支えない。 
（六） 第６号関係 本号の行為も当然政治的目的をもつ行為とされる。

「勧誘運動をすること」とは、組織的、計画的、又は継続的に、勧誘をす

ることをいい、たとえば党員倍加運動のような行為はその例である。従

つて、たまたま友人間で入党について話し合うようなことは該当しない。 
（七） 第７号関係 本号の行為も当然政治的目的をもつ行為とされる。

自己の購読した機関紙の一部をたまたま友人に交付するような行為及び

単なる投稿等は、本号に該当しない。  
（八） 第８号関係 「勧誘運動」とは、第６号にいう「勧誘運動」に準じ

て解釈されるべきである。従つて、選挙に際したまたま街頭であつた友

人に投票を依頼するような行為は該当しない。 
（九） 第９号関係 「運動」及び「企画し」とは、それぞれ第６号の「運

動」及び第５号の「企画し」に準ずる。又「主宰」とは、実施につき自ら

の責任において総括的な役割を演ずることを、「指導し」とは、樹立され

た計画に基き実施を具体的に指導することを、「その他これに積極的に

参与すること」とは、企画、主宰、指導の外、署名運動を企画、主宰、又

は指導するものを助け又はその指示を受けて署名運動において推進的役

割を演ずることをいう。なお、単に署名を行う行為は、本号の規定に該当

しない。 
（十） 第１０号関係 「示威運動」とは、多衆の威力を示すため、公衆の

目につき得る道路、広場等を行進すること等をいう。単に「示威運動」に

参加することは本号に該当しない。  
（十一） 第１１号関係 「集会」とは、屋内、屋外を問わず一定の目的の

ための多数人の集合を、「多数の人に接し得る場所」とは、公会堂、公園、

街路等をいい、現に多数人の参集していることを要しないが参集し得る

状態にあることを要する。「拡声器、ラジオその他の手段を利用し」と

は、多数人に音声を伝達することのできる手段を用いることをいい、多

数の人に接し得る場所におけると否とを問わない。又「公に」とは、「不

特定の多数の者に」の意味である。従つて、組合員だけの非公開の会合の

場合等は、本号に該当しない。 
（十二） 第１２号関係 「文書又は図画」には、新聞、図書、書簡、壁新

聞、パンフレツト、リーフレツト、ビラ、チラシ、プラカード、ポスター、

絵画、グラフ、写真、映画の外、黒板に文字又は図形を白墨で記載したも

の等も含まれる。「国又は行政執行法人の庁舎（行政執行法人にあつて

は、事務所。以下同じ。）、施設等」とは、国又は行政執行法人が使用し
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又は管理する建造物及びその附属物をいい、固定設備であることを要し

ない。「掲示させ」又は「利用させ」る行為には、他の者が掲示し又は利

用することを、国又は行政執行法人の庁舎（行政執行法人にあつては、事

務所）、施設、資材又は、資金管理の責任を有する者が許容する行為も含

まれる。なお、本号後段の行為には、政治的目的のためにすることが必要

であるが、前段の行為にはこれを必要とせず行為の目的物たる文書又は

図画が政治的目的を有するものであることをもつて足りる。 
（十三） 第１３号関係 「形象」とは、彫刻、塑像、模型、人形、面等を

いう。職員が政治的目的をもつ文書、図画等を著作し又は編集した場合、

それがこれらの「もの」を「発行し、回覧に供し、掲示し若しくは配布し

又は多数の人に対して朗読し若しくは聴取させ」るために行つたもので

ない限り、本号にいう政治的行為には含まれない。なお、本号の行為は、

行為者の政治的目的のためにする意思の有無を問わず、行為の目的物が、

政治的目的を有するものであれば足りる。 
（十四） 第１４号関係 「演出」には、俳優として出演することは含まれ

ない。「これらの行為を援助する」とは、演劇の脚本を提供し、その演劇

の上演のために資金を与え又は募り、無償又は不当に安い対価で資材、

設備、労働力、技術等を提供し、又はこれらをあつ旋し、積極的に宣伝を

行うこと等を含む。 
（十五） 第１５号関係 「その他これらに類するもの」には、まん幕、の

ぼり、鉢巻、たすき、ちようちん等が含まれる。 
（十六） 第１７号関係 本号は、この規則の脱法行為を禁止するもので

ある。 
５ 違法性を阻却する場合 

第７項は、形式的には、この規則の違反に該当する行為であつても、職員

が正当な職務を遂行するために当然行う行為である場合には、この規則違反

の制裁を受けないことを明らかにしたものである。例えば、労働情勢の調査

の職務を有する職員が、各種の政党機関紙を関係職員に配布又は回覧に供す

る行為等は、この規則の禁止又は制限するところではない。また、この規則

は、憲法第２３条に規定する学問の自由を拘束するような趣旨に解釈されて

はならないことも当然である。 
 


